
祉国家的行政法学の樹立を目指す立場からは，異なる評価が提出せられ得るのは当然である。

しかし国家機能一行政の社会形成機能， 生活手段供給機能ーの拡大は，国Kよりその範囲

も程度も異るのであって，それがいか念る範囲，いかなる程度に及んだ場合K，福祉国家と観

念すべきかVてついても，必ずしも明確かつ確定的？を基準はないようK思われる。福祉国家自体

一つの傾向的概念である以上当然、のζとともいえよう。それ故，福祉国家を語る場合Kは，何

よりもまず社会経済的念現状介析の必要性が強調せられねば在るまい。

わが国の行政法学は，先進諸外国の法体制，法理論，法概念念どの紹介，継受Kはきわめて

敏感であり，行政法学tてなける論議もむしろそれを求め，それに触発される傾向が強かった。

とのことが，従来わが国の法体制の制約の下Kありながら，或る程度の民主化を推進せしめた

意義を看過するわけKはいかないだろう。それにも拘わらず福祉国家的行政法学をめぐる論議

の活発化に際し，秩序国家から福祉国家への変化，侵害行政から給付行政への変化が，単K観

念の：世界でのまたは理念上の変化でしかない場合Kは，まさKその変化の故K，公権力の優越

性のためのイデオロギー的な効果だけが卓越すると とK左るであろうζとを，最後に附言して

なきたい。

〔所 報〕

〔I〕文部省昭和40年度総合研究の計画調書提出

昭和40年度文部省総合研究Kたいする当研究所の計画調書の提出は去る 2月下記の要領で

なとなわれた。

研究代表者なよび研究参加者 小林良正氏（社会科学研究所第 5部長）他19名

研究課題 「昭和30～3 6年Kなける日本資本主義の再生産構造とその権力体系」

研究経費計15 9万 50 0 0円（ただし初年度， 5年間合計 50 0万円〕

研究の目的

第2次大戦後の日本資本主義の「再生産構造」 と「権力体系Jを戦前の構造的特質と対比

しつつ， その再編と して総合的K把握し，その段階的性格を明確Kし， 今後の展望を得るた

めの視点を確定する。

本年度の研究計画

戦後再生産構造の第2階梯への分析の展聞にあたっての各部門の方法の調整。研究方法や
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その具体的推進のために集中的な討議を主？となう。そ して研究のための年度計画を細自につ

円て確定する。本年度の主たる目的は戦後再生産構造形成の第2階梯になける基本的諸指標

をわれわれの方法にしたがって整理 ・統合するとと にある。

阻｝文部省「特定研究Jのための研究計図書の提出

日本学術会議の人対土会科学振興特別委員会は，昭和41年度以降Kなける人文社会科学の

「特定研究Jの分野 として「日本の近代化に関する総合的研究」を決め ，去る5月 1日当研究

所にた刊 し， ζの研究にた仰する基礎調査を依頼して来たので， 去る 5月末とれに回答したが

当研究所を中心とする研究グノレープでの申請見込の大要は下吉己の通bである。

研究課題

「日本資本主義の再生産構造の段階区分と循環形態の把握を基準とする 『日本の近代化 』

に関する研究ーとく に戦前対戦後 ，欧米対日本の比較座標軸をもとに，今後の展望をえ．ると

とを目標としてー」

代表者名なよびグノレープ構成員数 山田盛太郎氏（当研究所所長）他 31名

予想される所要研究費 1 5 0 0万円 C3年間合計〉

く編 集 後 〆 記〉

1. 新学期第 1号をな届けする。 今回は望月氏の 「諸形態」につV>ての論稿と宮田氏の円わゆ

る福祉国家論につ円ての論稿を掲載する。前者は ，同氏による前稿（本月報第 5, 6号）の

論述をさらに発展せしめてなり ，後者は国家独占資本主義段階になける国家機能の問題vcつ

v，て公法学的アプローチをなとなってV>る。両者にたv，すゐ活発な議論を期待する。

〔論文〕

石渡貞雄 「農業論へのアプローチ」（ 『経済セミナー 』） 4月号

栗木安延 「戦後日本鋼造船業vc沿ける技術革新と労働力編成」（ 「土地制度史学」 26号 〉

向 上 「社外工実態報告」（『京浜文化』 5月号）

〔研究報告〕

山田盛太郎 「戦後再生産構造の構成と循環との基本的性格になける問題点j再生産構造研

究会 4月5日於東大社研

栗木安延「全自交調査研究中間報告」中小単産研究会4月7日於東大社研

（事務局加藤（幸〕 ，加藤 （佑〉 記）
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